
岐阜聖徳学園大学看護学研究誌
第七号　2022

－49－

介護予防事業の評価・成果の文献検討

― 保健事業と介護予防の一体的実施を見据えて ―

小島ひとみ、尾 関 唯 未、古 澤 洋 子

Literature review of  assessment and outcome for long term 
preventive care program

－Looking ahead to the integrated implementation of health services for
long-term care prevention －

Hitomi KOJIMA, Yumi OZEKI, Hiroko FURUZAWA

要　旨

目的　 介護予防事業における事業評価（方法・結果）の文献検討を行い、効果的なアウトカム評価

を探る。その上で、「保健事業と介護予防の一体的実施」の評価・長期目標への示唆を得る

こととする。

方法　 医学中央雑誌文献データベース等を用いて、キーワード「介護予防事業」、「評価・効果」、「成

果」で検索を行った。対象文献から明らかにされている内容を整理した。

結果　 介護予防事業では、身体的健康、精神的健康、社会的健康、生活機能、その他の領域とし

て生活の質や介護認定等、様々な視点から評価がされていた。また、老化も含めた対象者

の変化を時間軸から把握して評価し、総合的に成果としていくことが明らかになった。成

果評価としては介護度、生活機能の改善、セルフケア能力、社会との関わり、社会資源、

潜在対象者への対応、健康余命が抽出された。
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資 料

緒言

　平成 18 年（2006 年）に地域支援事業実施要

鋼が定められ、市町村を実施主体とした介護予

防事業が開始された。万行ら（2008）は「介護

予防の効果検証は、事業参加前後における参加

者の身体機能の改善効果を示した報告が多くみ

られる」と述べている。介護予防マニュアルに

評価は、「アウトカム」、「プロセス」、「アウト

プット」の 3 つのアプローチにより実施するこ

とが示されている。しかし千田（2019）は、「3
つのアプローチによる評価方法が確立していな

いため、評価の報告は少ない」ことを報告して

いる。

　令和 2 年（2020 年）、保健事業と介護予防の

一体的実施（以下、一体的実施）が開始された。

それまで自治体では、介護保険法に基づき、介
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護予防事業が実施され、健康増進法に基づき高

齢者を対象にした保健事業が実施されてきた。

75 歳以上の後期高齢者を対象にした保健事業

は、後期高齢者医療確保法（以下、高確法）に

基づき、後期高齢者医療広域連合（以下、広域

連合）や広域連合が自治体に補助金や委託を

し、実施をされてきた。高齢者の健康づくりは、

介護・衛生（健康増進）・保険部局間で個々に

取り組まれてきた現状がある。それを一体的実

施では、１人の高齢者の介護予防事業と保健事

業、かかりつけ医による医療とを連携し、フレ

イルの恐れのある高齢者を包括的に支援してい

く仕組みとして取り組むことになった（津下，

2003）。一体的実施は、評価を行う事業として、

高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン

第 2 版（厚労省，2019）に示された。そこには、「評

価はストラクチャー（事業実施体制）、プロセ

ス（事業の実施過程）、 アウトプット（事業実施

量）、アウトカム（事業の成果）の 4 つの観点

から行い、次年度以降の事業計画・内容の検討

などに役立てる」と明記されている。高齢者は、

加齢による機能低下がある（島田ら，2007）こ

とや健康状態等の変化がおきやすいことが特徴

（三好，2021）としてあり、介護予防事業にお

いての改善が難しいことも考えられる。また曽

根ら (2012) は、「多くの交絡要因が関連要因の

過大評価をさせる可能性がある」と述べている。

したがって、介護予防事業の評価をすることは、

難しいと推察される。しかし、曽根ら（2012）は、

「長期的な影響を調査し、明らかにすることは

健康寿命の延長をめざすには重要である」と述

べている。また、新開ら（2013）は、10 年に

渡る調査の成果から「介護予防の目標を明確に

し、目標を達成するための戦術と戦略をスタッ

フ間で共有したことが重要である」と述べてい

る。そこで、本研究では、従来実施されてきた

介護予防事業において事業評価（方法、結果）

の現状を明らかにし、令和 2 年から展開してい

る保健事業と介護予防の一体的実施の評価・長

期目標への示唆を得ることとした。

Ⅰ．目的

　介護予防事業における事業評価・成果の文献

検討を行い、効果的なアウトカム評価を探る。

その上で、「保健事業と介護予防の一体的実施」

の評価・長期目標への示唆を得ることとする。

Ⅱ．方法

１. 用語の定義

１ ）事業評価

　 　本研究では、先行研究を参考に事業評価を

ストラクチャー（体制）評価、プロセス（過

程）評価、アウトプット（実施量）評価、ア

ウトカム評価と定義した（荒賀ら，2017：津

下，2021）。
２）アウトカム評価

　 　本研究では、アウトカム評価を影響評価と

成果評価と大別し、捉えた。影響評価は、短

期的な効果を評価するものと定義し、参加者

の変化や効果、主観的健康度の変化、知識の

習得状況、保健行動の改善等の評価とする。

成果評価は、長期的な効果を評価するものと

定義し、罹患率の減少、死亡率の減少、健康

寿命の延伸、QOL の向上等の評価とする。

２．文献検索・分析方法

 　評価の検討を行うにあたり、医学中央雑誌文

献データベース（WEB 版 Ver.5）（以下、医中誌）

を用いて、キーワード「介護予防事業」、「評価・

効果」で検索をし、「看護文献」に絞った。また、

医学分野の検索であるメディカルオンラインで

も同様に「介護予防事業」、「評価・効果」で検

索を行った。看護医療文献以外の研究比較をす

るため、地域支援事業として市町村が取り組む

ようになった 2006 年以降で再度、医中誌にて

「介護予防事業」、「評価・効果」で検索を行った。

その後、長期的な評価を行った文献を検索する

ために「介護予防事業」、「成果」で検索を行っ

た。対象文献から明らかにされている内容を整

理した。目標の達成状況をどのように測るかが

評価（荒賀ら，2017）であることから、成果評

価から目標の示唆を得ることとした。
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Ⅲ．倫理的配慮

　本研究は文献調査であり、各文献の結果を忠

実に読み取るように努めた。また、取り扱った

文章を引用する際は、明確に表記すること、出

典を明確にした。

Ⅳ．結果

　文献一覧を表 1 に示す。評価の検討を行うに

あたり、医中誌を用いて、キーワード「介護予

防事業」、「評価・効果」とし、「看護文献」で絞り、

8 件抽出した。うち、介護予防事業の一部のみ

前後評価された論文を省き、6 件を対象にした。

加えてメディカルオンラインから 11 件抽出し、

論文の重なりや内容の精査から 4 件を分析対象

とした。また医中誌から医学・看護学以外の文

献として会議録を除外した原著論文とし、過去

表１　介護予防事業の評価・効果における文献リスト

タイトル 発行年 執筆者 執筆者背景

1 地域に根差した高齢者の運動教室の効果検証－総合体力評価と効
果要因の検討を踏まえて－

2009 滝本幸治、宮本謙三 
竹林秀晃他

理学療法学科

2
介護予防の効果に関する実証分析－「介護予防事業等の効果に関
する総合評価・分析に関する研究」における傾向スコア調整法を
導入した運動器の機能向上プログラムの効果に関する分析－

2011 伊藤和彦、大渕修一 
辻一郎

東京都教育庁

3 市町村保健師の委託事業を利用したマネジメント行為の特徴 2012 石川志摩、宮崎美砂子 
石丸美奈

大学院看護学研究科

4 山形県における介護予防事業の運動器の機能向上プログラムの評
価の現状調査

2012 千葉昇、慶徳民夫 
高橋俊章他

保健医療大学、県

5 介護サービス利用者における日常生活の過ごし方と要介護認定等
の推移との関連

2012 曽根稔雅、中谷直樹 
遠又靖丈他

大学院、研究所、病院

6 市町村の介護予防事業における業務委託の現状と課題 2013 石川志摩、宮崎美砂子 
石丸美奈

大学院看護学研究科

7 介護予防サービス利用者における生活機能の予後予測及び効果的
な運動器の機能向上プログラムの実施内容に対する評価

2013 曽根稔雅、中谷直樹 
遠又靖丈他

大学院、研究所、病院

8 群馬県草津町における介護予防 10 年間の歩みと成果 2013 新開省二、吉田裕人 
藤原佳典他

大学、行政、研究所

9 介護予防における高齢者の運動教室の身体的・心理的効果と運動
継続の課題

2015 内山薫、山田和子 
森岡郁晴

看護学部

10
特定の地方自治体における介護保険二次防事業のアウトカム評
価：新規要介護認定の発生を指標とした Cox 比例ハザードモデル
による分析

2016 佐藤優、鹿毛美香 看護学科

11
地域高齢者の日常生活活動に影響を及ぼす身体機能の検討－宮城
県大崎地区における介護予防事業（二次予防事業）からのデータ
より－

2016 松井一章、藤原孝之 理学療法学科

12 介護予防事業の身体的・精神的健康に対する効果に関する実証分
析：網走市における高齢者サロンを例として

2016 今堀まゆみ、泉田信行 
白瀬由美香他

大学経済学研究科

13 地域在住高齢女性の SF8 と Brief-BESTest の関連－介護予防事業
参加者での検討－

2016 勝木員子、中村浩 
山田洋一他

理学療法学科

14 運動サークルに参加する高齢女性の特徴および健康状態と生活機
能の変化

2017 辻本宏美、山田和子 
森岡郁晴

大学院看護学研究科

15 地域在住高齢者の社会関連性の 20 年間推移とコミュニティリ
ソースの影響

2017 渡邊久実、田中笑子 
呉柏良他

大学研究科

16 介護予防事業終了時の身体機能が長期的な介護予防効果に与える
要因の検討

2018 万行里佳、山田拓実 
新井武志他

理学療法学科

17 高齢女性への運動介入による地域保健プログラムの効果 2018 中村豊、三浦隆 大学体育学部

18 過疎地域の虚弱高齢者に対する冬季における介護予防事業効果の
検討

2018 正井美幸、北谷正浩 
山崎俊明

リハビリテーション科大学

19 運動サークルに参加する高齢男性の参加期間区分による身体的、
精神的、社会的健康状態と生活機能の特徴

2019 辻本宏美、山田和子 
森岡郁晴

大学院看護学研究科

20 地域在住高齢者に対する介護予防事業における栄養改善プログラ
ムの評価

2019 千田茉登佳 
五味郁子

大学栄養学科

21 介護予防事業における基準緩和通所サービスの効果と、サービス
終了者と継続者の比較

2020 堀田陽平、中村英史 
奥村美稀他

リハビリテーション科
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5 年分 7 件を精読し、介護予防事業全体におけ

る評価内容や状況を明らかにした。その後、長

期的な評価の視点で論述されていなかったた

め、「介護予防事業」かつ「成果」で検索を行い、

4 件抽出した。以上から、全 21 件を分析対象

とした。論文の背景として執筆者が学校及び病

院の理学療法士系の文献が 5 件、大学看護系 6
件、大学栄養士系１件、大学・研究所・病院な

ど複数機関の関わった文献が 9 件であった。

１．抽出された文献の分類

 　介護予防事業の内容を表 2 に示す。15 件が

運動器の機能向上に関するプログラムであっ

た。介護予防事業全般が 4 件、高齢者サロンが

1 件、栄養指導プログラムに関する文献が 1 件

であった。運動器の機能向上に関するプログラ

ムは、要支援、要介護のリスクの高い高齢者等

に対し、一定期間、運動器の機能向上のための

取り組みを基本とし、レクレーション等も加え

ている。介護予防事業全般は、二次予防事業全

般や介護予防に関する個別指導と集団指導全般

であった。高齢者サロンは、住民主体の地域交

流の場であった。栄養指導プログラムは、講義

と実習を組み合わせ、食生活のセルフケアを目

指したものであった。

２．評価について

 　評価指標の一覧を表 2、評価期間と効果の確

認できた指標について表 3 に示す。

１）評価指標について（表 2）
　 　評価指標として全 96 指標で分析が行われ

ていた。体力測定は最も多く 11 件、次いで

基本チェックリストが 8 件、要介護度が 6 件、

高齢者うつ尺度が 6 件、主観的健康度が 5 件、

老研式活動能力指標が 5 件、認知機能（HDS-
R）が 4 件であった。他の指標は各指標につき

1 ～ 2 件であった。1 文献当たり 1 ～ 27 指標

使用し、平均 7.5 指標であった。なお、基本

チェックリストは、生活、運動器、栄養、口

腔、閉じこもり、認知症、うつと 7 領域を評

価しているが、集計上 1 指標とした。SF8（健

康 8 領域）、SF36v2（健康関連 QOL）も同様

とした。評価指標一覧（表 2）には、下位尺

度まで関係領域の指標として確認した。

　 　また、研究者や事業担当者によって専門職

の視点が生かされた評価指標も見られた。保

健師による自主グループ化や潜在対象者への

対応、栄養士による BDHQ 栄養摂取量調査、

理学療法士による Brief-BESTest、ロコモス

キャン、サルコペニア診断等が特徴的であっ

た。

２）評価期間について（表 3）
　 　評価には対象者の評価のようにその時点の

もの、事業の前後評価のように数か月間～数

年のもの、事業実施後の経過まで把握するよ

うな数年みたもの、介護度や生活機能のよう

な長期的な評価のものとなっていた。社会の

仕組みの変化をみるために、20 年にわたる

比較を行った文献もあった。事業の実施前後

評価 5 件、長期評価 5 件、追跡評価 4 件、参

加有無評価 2 件、前後評価と追跡評価、参加

有無評価と追跡評価、対象者評価等であった。

３）アウトカム評価（表 3)

　 　効果が確認できた指標を表 3 に示す。その

中でも成果評価としては「介護度」、「生活機

能の改善」、「セルフケア能力」、「社会との関

わり」、「社会資源」、「潜在対象者への対応」、

「健康余命」が抽出された。「介護度」は、事

業参加者の介護度の動向だけでなく、新規要

介護認定者数も評価対象となる。「生活機能

の改善」、「セルフケア能力」は、老研式活動

能力指標、SF36v2 の測定にて評価を行って

いた。「社会との関わり」は高齢者の生きが

い活動や社会参加が指標となる。「社会資源」

は、地区に根差し、継続的な介護予防を支え

る社会資源の機能の強化を図ることを目指し

た指標である。教室の自主グループ化や既存

の地区組織活動の活性化がそれにあたる。「潜

在対象者への対応」は、地区内に潜在してい

る介護予防の対象者にサービスを提供できる

仕組みづくりとして必要な住民への働きかけ

を評価としていた。「健康余命」は 5 つの基



岐阜聖徳学園大学看護学研究誌
第七号　2022

－53－

小島ひとみ・尾関唯未・古澤洋子

表
２
　
介
護
予
防
事
業
の
内
容
及
び
評
価
指
標
一
覧

文
献

番
号

対
象

介
護
予
防
事
業

身
体
的
健
康

精
神
的
健
康

社
会
的
健
康

生
活
機
能

そ
の
他

研
究
者

1
過

去
4年

間
の

運
動

教
室

参
加

者
95

名
（
平
均
年
齢

77
. 8
±

6.
1歳

男
性

20
名
、
女
性

75
名
）

週
2回

3か
月
で

4年
間
実
施
。

ス
ポ

ー
ツ

C
を

活
用

し
た

地
域

密

着
型

運
動

教
室
。

運
動

負
荷
・

頻

度
を

漸
増

し
、
自

宅
で

の
運

動
継

続
指

導
。

ス
ト

レ
ッ

チ
、

自
重
・

重
錘

バ
ン
ド

を
用

い
た

筋
ト
レ

90
分
。

レ
ク

を
加

え
、

楽
し

さ
を

追

加

体
力
測
定

理
学
療
法
学
科

2
介

護
予

防
事

業
等

の
効

果
に

関
す

る
総

合
的

評
価
・

分
析

に
関

す
る

研
究
に
使
用
さ
れ
た
デ
ー
タ

生
活

機
能

を
向

上
さ

せ
る

こ
と

を

目
的

に
、

筋
力
、

バ
ラ

ン
ス
、

柔

軟
性

の
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
等

を
通

じ

て
基

本
的

な
動

作
能

力
を

高
め

る
。

適
用

す
る

こ
と

を
目

的
に

3
基

に
分

け
て

負
荷

量
を

増
加

し
、

実
施

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 運
動
機
能
、
口
腔
機
能
、
低
栄
養

)
既
往
歴

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 認
知
症
、
う
つ

)
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 閉
じ
こ
も
り

)
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 日
常
生
活
関
連
動
作

)
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
総
合
得
点

東
京
都
教
育
庁

3
X
市

が
実

施
し

た
運

動
器

の
機

能

向
上

事
業

で
民

間
委

託
し
た

18
事

業

運
動

器
の

機
能

向
上

事
業
（

地
域

支
援

事
業

と
し

て
介

護
予

防
市

町

村
に
実
施
義
務
の
あ
る
事
業
）

参
加

者
の

心
身

の
変

化
を

主
観

的

に
客

観
的

に
評

価
か

ら
事

業
の

質

評
価
体
力
測
定

SF
- 3

6ｖ
2※

1
SF

- 3
6ｖ

2
SF

- 3
6ｖ

2
自
主
グ
ル
ー
プ
化

運
動

教
室

終
了

後
の

継
続

状
況

の

確
認

大
学
院
看
護
学
研
究
科

4
山
形

県
下
の

35
市
町
村
の
う
ち

33
町
村
で

53
事
業
所

運
動
機
能
向
上
プ
ロ
グ
ラ
ム

平
均

3.
9か

月

実
施
頻
度

4.
1回

定
員

11
. 5
名

指
導
者

2.
7名

ア
セ
ス
メ
ン
ト
項
目
の
調
査

①
 既

往
歴
、

家
族

歴
、

服
薬
、

生

活
習
慣
病
の
状
況

②
 ニ
ー
ズ
の
聴
取

③
 自
覚
症
状
の
有
無

④
 脈
拍
、
血
圧

⑤
痛
み

⑥
 体
力
測
定

　（
握

力
、

開
眼

片
足

立
ち
、

TU
G
、

5ｍ
歩
行
）

⑦
 そ

の
他
（

長
座

体
前

屈
、

体
組

成
、
筋
肉
量
、
関
節
可
動
域
訓
練
、

片
足

立
位

時
間
、
膝

進
展

筋
力
、

下
肢
筋
力
、

M
FS

）

心
理
機
能

6件
認
知
機
能

趣
味

性
格

日
常
生
活
活
動
能
力

6項
目

Q
O

L
保
健
医
療
大
学

県

5
介

護
予

防
サ

ー
ビ

ス
利

用
者
（

二

次
予

防
事

業
対

象
者
、

要
支

援
者

87
34

人
）（

男
性

21
39

人
、

女
性

65
95

人
）

予
防

給
付

ま
た

は
地

域
支

援
事

業

特
定

高
齢

者
施

策
の

た
め

に
介

護

予
防
プ
ラ
ン
を
作
成
し
た
も
の

心
身
機
能

疾
患
既
往

睡
眠
の
状
態

過
去

3か
月

間
の

入
院

歴
と

そ
の

原
因
疾
患

認
知
機（

H
D

S-
R
）

う
つ
の
状（

G
D

S 1
5）

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 閉
じ
こ
も
り

)
ソ
ー
シ
ャ
ル
サ
ポ
ー
ト

日
常
生
活
自
立
度

認
知
的
活
動

（
co

gu
ni

tiv
e 

ac
tiv

ity
 sc

or
e ※

3）

要
介
護
認
定
の
状
況

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
内
容

食
事
・
栄
養
状
態

家
族
構
成

生
活
の
質

普
段
の
過
ご
し
方

口
腔
機
能
の
状
態

大
学
院

研
究
所

病
院

6
A
県

58
市

町
村

保
健

師
の
う
ち

16
名 事

業
者

10
00

名
中
の

44
名

運
動

に
よ

る
介

護
予

防
事

業
（

一

次
予

防
全

高
齢

者
、

二
次

予
防

ハ

イ
リ
ス
ク
高
齢
者
）

体
力
測
定

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

（
運
動
機
能
、
口
腔
機
能
、
栄
養
）

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 認
知
症
、
う
つ

)
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 閉
じ
こ
も
り

)
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 日
常
生
活
関
連
動
作

)
参
加
者
数

自
主
グ
ル
ー
プ
数

開
催
教
室
数

参
加
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト

要
支
援

/ 要
介
護
認
定
者
数

大
学
院
看
護
学
研
究
科

7
運

動
機

能
向

上
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
参

加
し
、

1年
後

の
生

活
機

能
を

予

測
す

る
モ

デ
ル

式
を

算
出

し
た

高

齢
者

11
57

人
、
要
支
援
者

19
16

人

グ
ル
ー
プ
体
操

マ
シ

ン
に

よ
る

筋
力

増
強

訓
練
、

マ
シ

ン
に

よ
ら

な
い

筋
力

増
強

訓

練
、

持
久

性
訓

練
、
日

常
生

活
に

関
わ
る
訓
練
、
レ
ク

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 運
動
機
能
、
栄
養
、
口
腔
機
能

)
高
齢
者
う
つ
尺
度

5項
目

（
短
縮
版

G
D

S 5
）※

2
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 閉
じ
こ
も
り

)
認
知
的
活
動

（
co

gn
iti

vi
e 

ac
tiv

ity
 sc

or
e ）

日
常
生
活
自
立
度

( 障
害
高
齢
者
、
認
知
症

)

大
学
院

研
究
所

病
院



－54－

介護予防事業の評価・成果の文献検討　― 保健事業と介護予防の一体的実施を見据えて ―

文
献

番
号

対
象

介
護
予
防
事
業

身
体
的
健
康

精
神
的
健
康

社
会
的
健
康

生
活
機
能

そ
の
他

研
究
者

8
20

01
～

20
05

年
は

70
歳

以
上

の

全
住
民

41
0
～

51
2人

20
07

年
～

20
11

年
は

65
歳

以
上

の
全
住
民

56
1
～

62
6人

過
去

10
年

間
の

介
護

予
防

ポ
ピ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
戦

略
と

ハ
イ

リ
ス

ク

戦
略

で
地

域
包

括
的

な
介

護
予

防

推
進
シ
ス
テ
ム
の
構
築

高
齢

者
向

け
健

診
に

新
た

に
総

合

的
機

能
評

価
を

取
り

入
れ
、

要
介

護
リ

ス
ク

の
高

い
人

に
介

護
予

防

へ
の
参
加
勧
奨

健
康
診
断

筋
肉
量
、
脂
肪
量

体
力
検
査

老
人
用
抑
う
つ
尺
度
短
縮
版

認
知
機
能
検

（
M

M
SE

、
TM

T 、
10

単
語

再
生
、

M
oC

A
-j ）

社
会
活
動
性

社
会
的
接
触

社
会
的
紐
帯

生
活
機
能
自
立
度
指
標

・
 総
合
的
移
動
能
力

（
自

転
車
・

バ
ス
・

電
車

で
1人

で
外
出
で
き
る
）

・
 高
次
生
活
機
能

（
老
研
式
活
動
能
力
指
標
※

4）
で

手
段

的
自

立
・

知
的

能
動

性
・

社
会
的
役
割
）

＜
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
＞

・
健
康
余
命

・
介
護
保
険
認
定
率

・
 主
要
食
品
の
摂
取
頻
度

・
口
腔
機
能
検
査

＜
プ
ロ
セ
ス
評
価
＞

・
 地

域
全

体
の

包
括

的
な

シ
ス

テ

ム

大
学
・
行
政

研
究
所

9
和
歌
山
県

A
運
動
教
室
参
加
者

12
名

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
群

12
名

3か
月
を

1ク
ー
ル
と
し
た
運

動
機

能
向
上
プ
ロ
グ
ラ
ム

教
室

は
週

1回
と

個
人

別
運

動
プ

ロ
グ

ラ
ム

が
体

力
測

定
の

結
果

で

作
成
さ
れ
る

運
動
に
関
す
る
項
目

・
 自
宅
で
の
自
主
ト
レ

   
運
動
の
有
無

・
体
力
測
定

高
齢
者
う
つ
尺
度

5項
目

（
短
縮
版

G
D

S 5
）

認
知
機
能（

H
D

S-
R
）

社
会

関
連

指
標

18
項

目
に

2項
目

追
加
し
た

20
項
目

・
 IA

D
L （

手
段
的
日
常
生
活
動
作
）

老
研

式
活

動
能

力
指

標
の

質
問

項
目

の
5項

目
( 交

通
手

段
の

利

用
、
買
い
物
、
食
事
の
支
度
、
家

事
、
金
銭
管
理

)
・

 日
常
生
活
動
作
の
つ
ら
さ

主
観
的
健
康
度

※
 参

加
前
・

後
、

3か
月

後
自

記

式
質
問
紙
調
査
と
体
力
測
定

看
護
学
部

10
北

九
州

市
二

次
予

防
事

業
対

象
者

19
36

人

二
次
予
防
事
業（

以
下
）

訪
問

型
介

護
予

防
事

業
通

所
型

介

護
予
防
事
業

地
域
交
流
支
援
通
所
事
業

セ
ル
フ
プ
ラ
ン
型
介
護
予
防
事
業

要
介
護
認
定
の
発
生

看
護
学
科

11
大
崎
市
内
在
中
の
高
齢
者

16
0名

（
男

16
名
、
女

14
4名

）

3か
月

1ク
ー
ル
、

13
教
室
。
日
常

で
き

る
運

動
、

足
腰

を
強

化
す

る

運
動
、

バ
ラ

ン
ス

を
保

つ
運

動
、

応
用
運
動

体
力
測
定

（
握

力
、

開
眼

片
足

立
ち
、

TU
G
、

5ｍ
歩
行
）

老
研
式
活
動
能
力
指
標

全
13

項
目

（
手

段
的
自
立

5、
知

的
能

動
性

4、
社
会
的
役
割

4）

理
学
療
法
学
科

12
20

13
年
と

20
14

年
の
高
齢

者
サ
ロ

ン
に

参
加

し
た

15
7名

と
参

加
し

な
か
っ
た

25
2名

（
社
会
的
、
経
済

的
属
性
を
調
整
）

高
齢
者
サ
ロ
ン

毎
週

開
催

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

G
に

よ

り
運

営
さ

れ
る
。

介
護

予
防
、

自

立
支

援
に

関
す

る
教

室
。

専
門

職

に
関
す
る
相
談

通
院
の
有
無

K
6

（
こ
こ
ろ
の
健
康
チ
ェ
ッ
ク

6項
目
）

老
研
式
活
動
能
力
検
査

主
観
的
健
康
観

大
学
経
済
学
研
究
科

13
A
市

在
住

の
住

民
主

体
の

介
護

予

防
事

業
に

参
加
し
て
い
る

65
歳

以

上
の
女
性

39
名

( 7
4.

6±
5.

9歳
）

週
1回

の
体
操
教
室

Br
ie

f-
BE

ST
es

t ※
5

SF
- 8
（
健
康

8領
域
）※

6
PC

S 「
身
体
的

Q
O

L
サ
マ
リ
ー
ス
コ

ア
」

M
CS

「
精
神
的

Q
O

L
サ
マ
リ
ー
ス
コ

ア
」

理
学
療
法
学
科

14
女
性
高
齢
者

65
歳
以
上

52
人（

健
診
デ
ー
タ
有
・

有
効
回
答
者
）参

加
群

11
4人

高
齢
者
の
運
動
サ
ー
ク
ル

ロ
コ
チ
ェ
ッ
ク

健
診
結
果

5年
分

高
齢
者
う
つ
尺
度

5項
目

（
短
縮
版

G
D

S 5
）

W
H

O
- 5
精
神
健
康
状
態
表
簡
易
版

主
観
的
生
活
満
足
度

社
会
活
動
数

社
会
活
動
満
足
度

学
習
満
足
度（

4項
目
）

健
康
・
体
力
満

足
度

( 3
) ・

社
会

貢

献
満

足
度

( 4
) ・

友
人

満
足

度
( 3
）

→
14

項
目

老
研
式
活
動
能
力
指
標（

23
）

サ
ー
ク
ル
参
加
状
況
調
査

主
観
的
健
康
度

大
学
院
看
護
学
研
究
科

15
飛
島

村
に
居

住
す
る

65
歳

以
上
の

高
齢

者
で

19
94

年
か

ら
3年

毎
8

回
の

悉
皆

質
問

紙
調

査
に

1回
以

上
参
加
し
た
者

運
動

療
法

士
に

よ
る

運
動

室
の

設

置
（
環
境
整
備
）
と
サ
ー
ビ
ス
提
供

事
業
を
展
開

疾
病
罹
患
状
況

移
動
機
能

社
会
関
連
性
指
標

18
項
目
※

7
社
会
へ
の
関
心

他
者
と
の
関
わ
り

身
近
な
社
会
参
加

生
活
の
安
心
感

生
活
の
主
体
性

大
学
研
究
科

16
基

本
CL

10
点

以
下

で
75

～
79

歳

の
認

定
な

し
の

者
で

介
護

予
防

事

業
を
終
了
し
た

23
名

要
支

援
・

要
介

護
に

陥
る

リ
ス

ク

の
高

い
高

齢
者

を
対

象
に

し
た

二

次
予
防
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
週

1回
3時

間
、
体
操
や
口
腔
体
操
実
施
。

参
加
期
間

1年

体
力
測
定

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 運
動
機
能
、
口
腔
機
能
、
低
栄
養

)

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 認
知
症
、
う
つ

)
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 閉
じ
こ
も
り
） 

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 日
常
生
活
関
連
動
作

)
介
護
認
定

介
護
度

理
学
療
法
学
科
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文
献

番
号

対
象

介
護
予
防
事
業

身
体
的
健
康

精
神
的
健
康

社
会
的
健
康

生
活
機
能

そ
の
他

研
究
者

8
20

01
～

20
05

年
は

70
歳

以
上

の

全
住
民

41
0
～

51
2人

20
07

年
～

20
11

年
は

65
歳

以
上

の
全
住
民

56
1
～

62
6人

過
去

10
年

間
の

介
護

予
防

ポ
ピ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
戦

略
と

ハ
イ

リ
ス

ク

戦
略

で
地

域
包

括
的

な
介

護
予

防

推
進
シ
ス
テ
ム
の
構
築

高
齢

者
向

け
健

診
に

新
た

に
総

合

的
機

能
評

価
を

取
り

入
れ
、

要
介

護
リ

ス
ク

の
高

い
人

に
介

護
予

防

へ
の
参
加
勧
奨

健
康
診
断

筋
肉
量
、
脂
肪
量

体
力
検
査

老
人
用
抑
う
つ
尺
度
短
縮
版

認
知
機
能
検

（
M

M
SE

、
TM

T 、
10

単
語

再
生
、

M
oC

A
-j ）

社
会
活
動
性

社
会
的
接
触

社
会
的
紐
帯

生
活
機
能
自
立
度
指
標

・
 総
合
的
移
動
能
力

（
自

転
車
・

バ
ス
・

電
車

で
1人

で
外
出
で
き
る
）

・
 高
次
生
活
機
能

（
老
研
式
活
動
能
力
指
標
※

4）
で

手
段

的
自

立
・

知
的

能
動

性
・

社
会
的
役
割
）

＜
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
＞

・
健
康
余
命

・
介
護
保
険
認
定
率

・
 主
要
食
品
の
摂
取
頻
度

・
口
腔
機
能
検
査

＜
プ
ロ
セ
ス
評
価
＞

・
 地

域
全

体
の

包
括

的
な

シ
ス

テ

ム

大
学
・
行
政

研
究
所

9
和
歌
山
県

A
運
動
教
室
参
加
者

12
名

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
群

12
名

3か
月
を

1ク
ー
ル
と
し
た
運

動
機

能
向
上
プ
ロ
グ
ラ
ム

教
室

は
週

1回
と

個
人

別
運

動
プ

ロ
グ

ラ
ム

が
体

力
測

定
の

結
果

で

作
成
さ
れ
る

運
動
に
関
す
る
項
目

・
 自
宅
で
の
自
主
ト
レ

   
運
動
の
有
無

・
体
力
測
定

高
齢
者
う
つ
尺
度

5項
目

（
短
縮
版

G
D

S 5
）

認
知
機
能（

H
D

S-
R
）

社
会

関
連

指
標

18
項

目
に

2項
目

追
加
し
た

20
項
目

・
 IA

D
L （

手
段
的
日
常
生
活
動
作
）

老
研

式
活

動
能

力
指

標
の

質
問

項
目

の
5項

目
( 交

通
手

段
の

利

用
、
買
い
物
、
食
事
の
支
度
、
家

事
、
金
銭
管
理

)
・

 日
常
生
活
動
作
の
つ
ら
さ

主
観
的
健
康
度

※
 参

加
前
・

後
、

3か
月

後
自

記

式
質
問
紙
調
査
と
体
力
測
定

看
護
学
部

10
北

九
州

市
二

次
予

防
事

業
対

象
者

19
36

人

二
次
予
防
事
業（

以
下
）

訪
問

型
介

護
予

防
事

業
通

所
型

介

護
予
防
事
業

地
域
交
流
支
援
通
所
事
業

セ
ル
フ
プ
ラ
ン
型
介
護
予
防
事
業

要
介
護
認
定
の
発
生

看
護
学
科

11
大
崎
市
内
在
中
の
高
齢
者

16
0名

（
男

16
名
、
女

14
4名

）

3か
月

1ク
ー
ル
、

13
教
室
。
日
常

で
き

る
運

動
、

足
腰

を
強

化
す

る

運
動
、

バ
ラ

ン
ス

を
保

つ
運

動
、

応
用
運
動

体
力
測
定

（
握

力
、

開
眼

片
足

立
ち
、

TU
G
、

5ｍ
歩
行
）

老
研
式
活
動
能
力
指
標

全
13

項
目

（
手

段
的
自
立

5、
知

的
能

動
性

4、
社
会
的
役
割

4）

理
学
療
法
学
科

12
20

13
年
と

20
14

年
の
高
齢

者
サ
ロ

ン
に

参
加

し
た

15
7名

と
参

加
し

な
か
っ
た

25
2名

（
社
会
的
、
経
済

的
属
性
を
調
整
）

高
齢
者
サ
ロ
ン

毎
週

開
催

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

G
に

よ

り
運

営
さ

れ
る
。

介
護

予
防
、

自

立
支

援
に

関
す

る
教

室
。

専
門

職

に
関
す
る
相
談

通
院
の
有
無

K
6

（
こ
こ
ろ
の
健
康
チ
ェ
ッ
ク

6項
目
）

老
研
式
活
動
能
力
検
査

主
観
的
健
康
観

大
学
経
済
学
研
究
科

13
A
市

在
住

の
住

民
主

体
の

介
護

予

防
事

業
に

参
加
し
て
い
る

65
歳

以

上
の
女
性

39
名

( 7
4.

6±
5.

9歳
）

週
1回

の
体
操
教
室

Br
ie

f-
BE

ST
es

t ※
5

SF
- 8
（
健
康

8領
域
）※

6
PC

S 「
身
体
的

Q
O

L
サ
マ
リ
ー
ス
コ

ア
」

M
CS

「
精
神
的

Q
O

L
サ
マ
リ
ー
ス
コ

ア
」

理
学
療
法
学
科

14
女
性
高
齢
者

65
歳
以
上

52
人（

健
診
デ
ー
タ
有
・

有
効
回
答
者
）参

加
群

11
4人

高
齢
者
の
運
動
サ
ー
ク
ル

ロ
コ
チ
ェ
ッ
ク

健
診
結
果

5年
分

高
齢
者
う
つ
尺
度

5項
目

（
短
縮
版

G
D

S 5
）

W
H

O
- 5
精
神
健
康
状
態
表
簡
易
版

主
観
的
生
活
満
足
度

社
会
活
動
数

社
会
活
動
満
足
度

学
習
満
足
度（

4項
目
）

健
康
・
体
力
満

足
度

( 3
) ・

社
会

貢

献
満

足
度

( 4
) ・

友
人

満
足

度
( 3
）

→
14

項
目

老
研
式
活
動
能
力
指
標（

23
）

サ
ー
ク
ル
参
加
状
況
調
査

主
観
的
健
康
度

大
学
院
看
護
学
研
究
科

15
飛
島

村
に
居

住
す
る

65
歳

以
上
の

高
齢

者
で

19
94

年
か

ら
3年

毎
8

回
の

悉
皆

質
問

紙
調

査
に

1回
以

上
参
加
し
た
者

運
動

療
法

士
に

よ
る

運
動

室
の

設

置
（
環
境
整
備
）
と
サ
ー
ビ
ス
提
供

事
業
を
展
開

疾
病
罹
患
状
況

移
動
機
能

社
会
関
連
性
指
標

18
項
目
※

7
社
会
へ
の
関
心

他
者
と
の
関
わ
り

身
近
な
社
会
参
加

生
活
の
安
心
感

生
活
の
主
体
性

大
学
研
究
科

16
基

本
CL

10
点

以
下

で
75

～
79

歳

の
認

定
な

し
の

者
で

介
護

予
防

事

業
を
終
了
し
た

23
名

要
支

援
・

要
介

護
に

陥
る

リ
ス

ク

の
高

い
高

齢
者

を
対

象
に

し
た

二

次
予
防
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
週

1回
3時

間
、
体
操
や
口
腔
体
操
実
施
。

参
加
期
間

1年

体
力
測
定

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 運
動
機
能
、
口
腔
機
能
、
低
栄
養

)

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 認
知
症
、
う
つ

)
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 閉
じ
こ
も
り
） 

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 日
常
生
活
関
連
動
作

)
介
護
認
定

介
護
度

理
学
療
法
学
科

文
献

番
号

対
象

介
護
予
防
事
業

身
体
的
健
康

精
神
的
健
康

社
会
的
健
康

生
活
機
能

そ
の
他

研
究
者

17
運

動
介

入
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
参

加
し

た
60

歳
以
上
の
女
性
で

6か
月
間
、

介
入
。

80
人

( 平
均
年
齢

69
. 8
±

5.
4歳

）

月
1回

健
康
講
話
、
自
宅
で
の

4種
類

の
レ

ジ
ス

タ
ン

ス
運

動
、

レ
ク

レ
ー
シ
ョ
ン

体
力
測
定

下
肢
筋
力
測
定

（
ロ
コ
モ
ス
キ
ャ
ン
）

大
学
体
育
学
部

18
積

雪
・

過
疎

地
域

の
冬

季
に

お
け

る
虚
弱
の
女
性
高
齢
者
、

44
名
。

週
1回

90
分
全

15
回

健
康
体
操
と
レ
ク
実
施

身
体
機
能
項
目

（
筋
肉
量
、体

脂
肪
率
、腹

囲
、握

力
、

TU
G
、
開

眼
片

足
立

位
時

間
）

サ

ル
コ
ペ
ニ
ア
診
断

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 認
知
症
、
う
つ

)
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 閉
じ
こ
も
り

)
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

( 日
常
生
活

関
連
動
作

)
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
科

大
学

19
65

歳
以

上
の

運
動

サ
ー

ク
ル

参
加

者
86

5名
高
齢
者
の
運
動
サ
ー
ク
ル

指
導

員
が

月
１
回

指
導

参
加

者
が

運

営

定
期
通
院

治
療
中

/ 後
遺
症
の
病
気

体
の
痛
み

ロ
コ
チ
ェ
ッ
ク

高
齢
者
う
つ
尺
度

5項
目

（
短
縮
版

G
D

S 5
）

W
H

O
- 5
精
神
健
康
状
態
表
簡
易
版

主
観
的
生
活
満
足
度

主
観
的
生
き
が
い
度

社
会
活
動
数
社
会
活
動
満
足
度
・

学
習
満
足
度
・
貢
献
満
足
度
・

健
康
満
足
度
・
友
人
満
足
度

老
研
式
活
動
能
力
指
標

主
観
的
健
康
度

大
学
院
看
護
学
研
究
科

20
A

市
在

中
の

65
歳

以
上

の

高
齢

者
、

参
加

申
し

込
み

が

あ
っ

た
40

人
で

全
て

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
参

加
し

た
29

人

（
71

. 8
±

4.
9歳

）

全
3回

実
施
。

講
義

2回
（
栄
養
管
理
の
必
要
性
・

血
液

検
査

の
見

方
、

栄
養

状
態

の

セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
）

実
習

3回
（
目
標
作
成
、
情
報
交
換
。

食
に
関
す
る
情
報
マ
ッ
ピ
ン
グ
）

血
液
検
査
値

身
体
測
定
値

上
腕
周
囲
長

上
腕
三
頭
筋
皮
下
脂
肪
圧

下
腿
周
囲
長

握
力

・
 主
観
的
健
康
観

・
 栄
養
摂
取

   
(B

D
H

Q
)

＜
プ
ロ
セ
ス
評
価
＞

・
 実

施
数
・

実
施

者
の

態
度
・

プ

ロ
グ

ラ
ム
の

作
成
・

評
価

指
標
・

記
録
・
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
・
見
直

し
評

価
・

課
題

分
析
・

適
切

な

対
象

者
の

選
出
・

満
足

度
・

脱

落
者
の
人
数

＜
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
評
価
＞

・
 職
員
の
資
質
能
力
・
人
員
体
制
・

情
報

の
活

用
・

事
業

連
絡

会
等

の
実
施
・
社
会
資
源
の
活
用
・
他

機
関

と
の

連
携

体
制
・

施
設

設

備
の
状
況

＜
ア
ウ
ト
カ
ム
評
価
＞

・
 食
生
活
行
動
変
容
ス
テ
ー
ジ

大
学

栄
養
学
科

21
基

準
緩

和
型

通
所

サ
ー

ビ
ス

の
利

用
者

61
名
（
男
性

13
名
、
女
性

48
名
　

78
. 1
±

6.
9歳

）

1日
2枠

( 2
時

間
) サ

ー
キ

ッ
ド

運

動
や

ス
ト

レ
ッ

チ
、

動
作

練
習
、

趣
味
・

創
作

活
動

( 活
動

性
や

社

会
性
の
改
善
の
た
め

) 、
健
康
・
文

化
教
室

運
動
機
能
評
価

（
握

力
、

CS
- 3

0、
5ｍ

最
大

歩
行

時
間
、

TU
G
）

精
神
心
理
状
態

（
認
知
機
能
、
う
つ
傾
向
の
有
無
）

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

生
活
機
能

（
役

割
遂

行
状

況
、

外
出

や
運

動

頻
度
、
転
倒
の
有
無
）

介
護
度

通
所

外
活

動
の

有
無

( ス
ポ

ー
ツ

ジ
ム
、
趣
味
サ
ー
ク
ル
、
仕
事
等

)

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
科

※
1）

SF
-3

6v
2（

健
康

関
連

Q
O

L）
身

体
機

能
、

日
常

生
活

役
割

、
体

の
痛

み
、

全
体

的
健

康
観

、
活

力
、

社
会

生
活

機
能

、
日

常
役

割
機

能
、

心
の

健
康

の
8

つ
の

下
位

尺
度

※
2）

高
齢

者
う

つ
尺

度
短

縮
版

(G
D

S-
S)

短
時

間
で

実
施

可
能

、
15

項
目

。
身

体
症

状
に

関
す

る
項

目
を

含
ま

ず
。

※
3）

co
gu

ni
tiv

e 
ac

tiv
ity

 s
co

re
　「

TV
を

見
る

」「
ラ

ジ
オ

聞
く

」「
雑

誌
」「

本
を

読
む

」「
ゲ

ー
ム

を
す

る
」

5
段

階
評

価
※

4）
老

研
式

活
動

能
力

指
標

「
手

段
的

自
立

」「
知

的
能

動
性

」「
社

会
的

役
割

」
の

３
つ

の
下

位
尺

度
に

つ
い

て
評

価
す

る
こ

と
も

可
能

※
5）

 Br
ie

f-B
ES

Te
st

‥
運

動
制

御
理

論
の

１
つ

「
生

体
力

学
的

制
約

」「
安

定
限

界
」「

姿
勢

変
化

－
予

測
的

姿
勢

制
御

」「
反

応
的

姿
勢

制
御

」「
感

覚
機

能
」「

歩
行

安
定

性
」

36
項

目
の

短
縮

版
TU

G、
Fu

nc
tio

na
l R

ea
ch

Te
st

、
Be

rg
 b

al
an

ce
 S

ca
le

は
バ

ラ
ン

ス
機

能
の

一
側

面
の

評
価

の
み

※
6）

SF
-8

（
健

康
8

領
域

）「
全

体
的

健
康

観
」「

日
常

役
割

機
能

」「
身

体
機

能
」「

体
の

痛
み

」「
社

会
生

活
機

能
」「

活
力

」「
心

の
健

康
」「

日
常

役
割

機
能

」
※

7）
社

会
関

連
指

標
に

2
項

目
追

加
し

た
18

項
目

「
気

軽
に

話
し

合
え

る
仲

間
」「

ボ
ラ

ア
テ

ィ
ア

」「
家

族
・

親
戚

と
の

会
話

」「
訪

問
の

機
会

」「
行

事
参

加
」「

近
所

付
き

合
い

」「
テ

レ
ビ

を
見

る
」「

役
割

」「
新

聞
・

本
・

雑
誌

を
読

む
」「

便
利

な
道

具
の

利
用

」
「

趣
味

を
楽

し
む

」「
社

会
に

役
立

つ
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」
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目
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）
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本
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ト
(全
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項
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）「

生
活

5
項

目
」「

運
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器
5
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目

」「
栄

養
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項
目

」「
口

腔
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目

」「
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」「

認
知
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」「
う
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5
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と
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的
健

康
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…
自

ら
の

健
康

状
態

を
 主

観
的

に
評

価
す

る
指

標
。

文
献

の
記

載
通

り
転

記
。

主
観

的
健

康
観

は
現

在
の

健
康

状
態

を
4

～
5

件
法

で
使

用
。

主
観

的
健

康
度

は
10

段
階

の
数

値
評

価
で

使
用

。
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表３　評価期間と効果が確認できた指標・項目

文献 
番号

評価期間 評価内容 結果・効果
効果が確認できた 

項目 / 指標 ( その他のみ）
指標数

13 教室時のみ 対象集団の評価 SF-8 による自覚的な身体機能の評価と Brief-BESTest におけるバランス能力の
客観評価が関連しており、自己の身体機能を適切に理解していた。また、片
足立位保持時間の短さは精神的健康度の低下と関連することを示唆できた。
転倒リスクのスクリーニング検査として Brief-BESTest は有用。

精神的健康度 4

4 前後評価 体力測定の項目は評価しやすく、結果活用しやすい。日常生活活動、QOL は
評価しにくく、結果が活用しにくい。
運動器の機能向上の効果判定、プログラム立案・目標設定、主観的健康観、
QOL の効果指標のためにも心理・認知機能に関するアセスメントも必要性が
高い。関わる専門職によって評価するものが違っていた。

身体的健康
生活機能
QOL

20 2 か月 前後評価 エネルギー摂取量、たんぱく質摂取量が有意に増加した。低栄養傾向を示す者、
BMI や血清アルブミンの低下を防止した。

食生活における行動変容
ステージ

27

1 3 か月 前後評価 運動教室の開始前後で体力測定の得点で有意差があった。特に開始時点の総
合得点が低いものと体力水準が低いものが、効果があった。

体力測定 1

18 3 か月 前後評価 介入後は閉じこもりが少なくなった。サルコペニアの前後比較は差がなかっ
た。

閉じこもり ( 基本チェッ
クリスト )

3

17 6 か月 前後評価 下肢特化型の運動ならびに月 1 回のフィードバックは下肢筋力、下肢筋力体
重比で有意に改善した。

下肢筋力・下肢筋力体重比 2

9 6 か月 追跡評価 運動教室は身体的効果で介護予防に効果がある可能性が高い。 身体的健康 9

11 10 か月 前後評価 「手段的自立」を従属変数、「体力測定」を独立変数とし、ロジステック回帰
分析をし、握力を除く全項目で有意差があった。
一方、老研式活動能力測定の得点では有意差は見られなかった。
今回、日常生活活動向上に一部運動機能が関連することが見いだされた。

日常生活活動 2

14 1 年
( 健診過去 5 年 )

参加有無評価 
追跡評価

健診データの後向き過去 5 年の変化に差がなく、質問紙による前向き 1 年後
の変化は身体的健康、生活機能は、変化に差がないが、精神的、社会的健康
は維持・向上する可能性が示唆された。

精神的・社会的健康 14

2 1 年 参加有無評価 参加の有無によって、リスクの発現する要素が特定高齢者で 1.6 倍、要支援
者群で 3.1 倍と推計された。物忘れテスト、既往歴が介護予防の効果に影響
を与えていた。基本チェックリストで運動機能向上プログラムに 1 年超えて
参加した高齢者は、要支援高齢者、全数で改善効果があった。

基本チェックリストの改
善 ( 全項目 )

2

3 1 年ごと毎年 長期評価 住民 1 人ひとりの行動支援し、セルフケア能力の向上。地域の社会資源とし
て地区に根付くPDCAサイクルを回す。潜在している介護予防の対象者にサー
ビスが提供できる仕組みをつくる。

セルフケア能力
社会資源
潜在対象者への対応

5

6 1 年 状態評価 個別の変化の積み重ねによって集団の変化が生まれ、グループダイナミクス
が働くことで自主グループ化につながる。

自主グループ化
( 社会資源 )

7

7 1 年 追跡調査 運動器の機能向上プログラムにおいて特定高齢者では月 8 回以上の実施、マ
シンによる筋力増強訓練、持久性訓練を受けた者で、生活機能改善のオッズ
比が高かった。

生活機能の改善 4

16 2 年 追跡調査 23 名中 8 名 (34.8％ ) が介護認定者となっていた。高齢者の歩行速度が介護認
定の有無に影響しており、4.96 秒 ( カットオフ値 ) であった。

介護認定 4

12 2 年 参加有無評価 高齢者サロンが身体的、精神的に健康を改善することを検証した。健康指標
は参加群が非参加群と比べ K6 が 1.713P 改善しており、精神面での健康に寄
与している。身体的健康に対する効果は見られない。

精神的健康 4

5 2 年 追跡調査 継続的評価分析事業に参加した特定高齢者、要支援者における日常生活の過
ごし方と要介護認定等の推移との検討で、「自宅外の仕事 (役割 )」「家の仕事 (役
割 )」「趣味」と回答した者の維持・改善のオッズ比は、有意に高い。日常生
活の過ごし方「主にテレビ」は要介護認定のオッズ比が有意なレベルまで高
くならなかった。生活機能の低下した高齢者でも社会的役割や趣味を持つこ
との重要性を示した。

社会的健康 17

21 2 年 2 か月 前後評価 
追跡評価

基本チェックリストの運動器や閉じこもり関連の該当項目数や移動能力を中
心とした身体機能の改善を認めた。
終了者と継続者の比較では、基本チェックリストのうつ関連の該当項目数と
通所外活動を有する割合に有意差を認めた。
高い比率で要介護度を維持することが可能である。

介護度
身体的健康

8

10 6 年 長期評価 事業実施後の年齢と性別に調整を加えた COX 比例ハザードモデルの結果、事
業参加は要介護認定の発生の抑制要因となっていなかった。二次予防事業実
施後のフォローアップ体制や事業以外の日常生活における活動量等の関連要
因を加味する必要がある。

介護度 1

19 6 年 長期評価 運動サークルに参加している高齢男性は、4 年後に社会的効果、3 年後に生活
機能への効果が得られ、効果の発現は女性より遅い可能性を示唆できる。

生活機能 16

8 10 年 長期評価 健康余命は女性が顕著に延伸した。総合的移動能力、高次生活機能において
向上した。新規要介護認定減少。後期高齢者における介護認定率が低下した。

生活機能
介護度
健康余命

18

15 20 年 長期評価 同一コミュニティの 20 年間の社会との関わりの推移を総合的、領域的に明ら
かにした。社会との関わり ( 関心や生活の主体化など ) が 20 年で高くなって
おり、地域包括支援センターや保健センターでの介護予防事業の効果と考え
られる。

社会的健康 1



岐阜聖徳学園大学看護学研究誌
第七号　2022

－57－

小島ひとみ・尾関唯未・古澤洋子

本的な日常生活動作から自立と非自立を定義

し、Sullivan 法（基本人口に年齢別の死亡率と、

年齢別の「健康・不健康」の割合を与えて求

める）にて 70 歳健康余命を算出している。

Ⅴ．考察

１．事業内容について

　 　実施されている事業として、体操や筋力ト

レーニングなどの運動機能改善プログラムが

15 文献、71.4％であった。介護予防・日常生

活支援総合事業（地域支援事業）の 実施状

況（平成 26 年度実施分）に関する調査結果

では、運動プログラムが 49.7％、複合プログ

ラム 32.7％、平成 29 年度調査においても体

操等が 51.4％と茶話会が 20.5％（事業名の変

更）となっており、運動機能の向上に取り組

まれた状況がわかる。

２. 評価について

１）評価指標

　 　評価指標として身体的健康、精神的健康、

社会的健康、生活機能、その他の領域として

生活の質や介護認定数等様々な視点が抽出さ

れており、1 文献あたりの評価指標数は 7.5
指標であった。平成 24 年介護予防マニュア

ル改訂版には、「介護予防とは、心身機能の

改善や環境調整などを通じて、個々の高齢者

の生活機能や参加（役割レベル）の向上をも

たらし、それによって一人ひとりの生きがい

や自己実現のための取り組みを支援して、生

活の質（QOL）の向上を目指すものである」

と記している。介護予防の目指す所と一致を

している結果である。運動器の機能向上マ

ニュアル（大渕，2009）には、「運動器の機

能向上プログラムの目的は、単に体力測定の

結果の改善だけでなく、それらの機能を向上

させることにより、社会的・心理的に良い影

響を与え、最終的には高齢者の日常生活活動

の質的変化や主観的健康観および QOL を高

めることである」と示されており、運動での

取り組みであっても、多角的に分析し、介護

予防の目的につながるものであった。

　 　また、専門職の視点として保健師は、「自

主グループ化」、「潜在対象者への対応」が特

徴的であった。石川（2012）は、「個人・家族・

集団・地域の力を引き出すことは、保健師の

専門性とし、長期的に活動する地域保健活動

の視点」と述べている。

　 　また、「BDHQ 栄養摂取量調査」は、栄養

士の視点で特徴的であった。食品群別摂取量、

栄養素等摂取量が客観的に把握できる指標で

あるが、管理栄養士が個別指導に活用した。

その著者である千田 (2019) は、事業実施前後

評価にとどまっている点を指摘している。

　 　さらに理学療法士による Brief-BESTest は、

転倒によるバランス機能の評価を包括的に評

価する指標であり、ロコモスキャン、サルコ

ペニア診断を含め、運動療法等を行い、対象

者の自立を援助する理学療法士の専門的な指

標と言える。

２）評価期間について

　 　評価期間としては事業実施前後評価、長期

評価、追跡評価、調査時点の評価として参加

有無の比較や対象者の分析、これらを組み合

わせた評価が見られた。鈴木（2002）は、「高

齢期の心身の機能の変化を把握するための老

化研究には、広く知られるように、横断研究、

縦断研究、定点観測的研究が必要である」と

述べている。前後評価、長期評価は縦断調査、

調査時点の評価は横断調査や定点観測的調

査であったが、老化も含めた対象者の変化を

様々な時点から把握していくことで、事業に

よる効果を検討していく必要があると考えら

れた。

３）アウトカム評価について

　 　平成 24 年介護予防マニュアル改訂版には、

「アウトカム指標による目標を最初に設定し、

それを達成するためにはどのようなアウト

プットとプロセスが必要になるかについて企

画立案を行うことが重要である」と記されて

いる。「前提としてアウトプットとプロセス

が適切に行われたといっても必ず所期の効果
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が得られるわけでない」とも記し、アウトカ

ム指標による評価の必要性を言及している。

辻本ら（2019）は、生活満足度は、生活や人

生全般に関与するため、4 年以上の参加期間

は確認が必要としている。以上のように、長

期的な効果を評価していく必要性を記してい

るが、一方長期評価の限界を述べている文献

がある。佐藤（2016）は、二次予防事業実施

後のフォローアップ体制や事業以外の日常生

活における活動量の影響を考察しており、新

開（2013）は、健康余命、生活機能の自立度

の指標である総合移動能力と高次生活機能も

介護予防の取り組みによりもたらされたの

か、時代的効果によるものなのか、結論付け

ることはできないとし、研究の限界を述べて

いる。　

　 　渡邊（2017）は、社会との関わりに文化や

地域差の影響を受けることや経済要因等、検

討が必要であると述べている。年齢、性別、

罹患状況等多変量解析であれば、調整変数と

して比較対象を等しくすることが可能である

が、生活や人生、社会環境など個別性が高く、

地域性のあるものは状況を等しくすることに

は限界がある。鈴木（2002）は、「コホート

差や時代差がどのように老化に影響している

か、補正をするために、定点観測的な時代差

研究も不可欠になる」と影響要因について述

べている。各事業を継続的に、評価を続け、

統合的に評価を行って結果を導き出していく

ことが必要である。

Ⅵ．保健事業と介護予防の一体的実施への示唆

　平成 24 年介護予防マニュアル改訂版には、

生活の質の向上には、介護予防と生活習慣病予

防を総合的に展開することが明記されている。

その後 8 年が経過し、「保健事業と介護予防の

一体的実施」が、医療保険からも制度化され

た。その背景には、個人の医療・介護データの

連結と閲覧権限の課題もあり、高齢者の健康づ

くりは各部局間で個々に取り組まれてきた現状

があった。しかし、令和 2 年に KDB システム

（国保データベースシステム）上で介護、医療

保険、健診情報が連結された個人情報が閲覧で

きることになった。医療保険者のデータである

医療費への効果も含め、今後は総合的に評価が

可能になると考えられる。その際、介護予防事

業で培われた評価が活用できる。介護予防事業

で導き出された前後比較による影響評価を重ね

ながら、長期的な影響である成果評価をみてい

く必要がある。

　また、一体的実施はデータの連結だけでなく、

高齢者を取り巻く関係機関の横の連携を可能に

した仕組みでもある。関わった専門職や事業の

内容により、目標が狭義なものとならないよう

包括的に捉え、健康課題を明確にして取り組む

必要がある。地域に即した社会資源を整えるこ

とにより、住み慣れた地域で自立した生活を送

れることが目標であると考えた。

Ⅶ．結論

　本研究では、一体的実施の評価を介護予防事

業で培われた評価から示唆を得ることを目的と

している。介護予防事業は、身体的健康、精神

的健康、社会的健康、生活機能、その他の領域

として生活の質や介護認定等、様々な視点から

評価がされていた。また、老化も含めた対象者

の変化を時間軸から把握して評価し、総合的に

成果としていくことが明らかになった。成果評

価としては、介護度、生活機能の改善、セルフ

ケア能力、社会との関わり、社会資源、潜在対

象者への対応、健康余命が抽出された。一体的

実施の長期目標の示唆としては、高齢者を健康・

医療・介護予防から健康課題を包括的に捉え、

取り組み、住み慣れた地域で自立した生活が送

れることであるとした。

　本研究の限界は、成果評価が 4 件と少なく、

成果評価の難しさが考えられた。今後、縦断研

究を積み重ね、評価指標を確立していくことが

必要であると考える。
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